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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期

第１四半期連結
累計期間

第61期
第１四半期連結
累計期間

第60期

会計期間
自 平成25年１月１日
至 平成25年３月31日

自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日

自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日

売上高 (千円) 10,137,249 13,100,273 44,887,050

経常利益 (千円) 288,869 312,222 950,501

四半期(当期)純利益 (千円) 202,543 178,325 882,936

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 274,264 109,189 1,108,457

純資産額 (千円) 9,678,438 10,541,885 10,512,631

総資産額 (千円) 27,257,489 33,218,267 32,458,244

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 51.72 45.54 225.48

潜在株式調整後１株当た
り　　　　　　四半期(当期)純利益
金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.9 31.2 31.8
 

(注) １．売上高には、消費税等を含めておりません。

２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

　

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第1四半期連結累計期間における我が国経済は、政府の経済政策が下支えとなり、国内景気は緩やかな回復基調

となりました。一方、国際経済は、米国経済が堅調で欧州経済も持ち直しが伝えられる中、新興国経済の成長鈍化

やウクライナ情勢不安などの不透明要素もあり、今後の動向に注意が必要な情勢となりました。

鉄鋼流通業界におきましては、安定した為替水準の中での鉄鉱石や石炭などの原材料価格の下落やスクラップ価

格の軟調な推移に伴い、鉄鋼価格も昨年の上昇基調からは軟調な展開となりました。しかしながら、堅調な国内実

需要の下、販売数量は堅調に推移いたしました。

このような環境の下、当社グループは、さらなる在庫の適正化、販売価格の維持と販売量の確保に重点を置き、

きめ細かい営業活動に注力してまいりました結果、当第1四半期連結累計期間の売上高は、131億円（前年同期比

29.2％増）となり、営業利益３億１百万円（前年同期比11.2％増）、経常利益３億12百万円（前年同期比8.1％

増）、四半期純利益は１億78百万円（前年同期比12.0％減）となりました。

 
(セグメント別業績）

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

 売上高 セグメント利益

[西日本] 7,371百万円 (前年同期比 34.6％増) 　172百万円 (前年同期比 12.8％増)

[東日本] 5,847百万円 (前年同期比 22.9％増) 　127百万円 (前年同期比 9.2％増)

[その他] 　204百万円 (前年同期比 31.6％増) 　129百万円 (前年同期比 45.1％増)

計 　13,423百万円 (前年同期比 29.2％増) 　429百万円 (前年同期比 19.7％増)

四半期連結財務諸表との調整額 　△323百万円  　△117百万円  

四半期連結財務諸表の売上高及び　
経常利益

　13,100百万円  312百万円  
 

　

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ７億60百万円増加し、332億18百万円となりま

した。この主な要因は、受取手形及び売掛金の減少６億78百万円があったものの、現金及び預金の増加２億67百万

円、商品の増加４億35百万円や流動資産のその他の増加７億６百万円があったことによるものであります。

負債は、前連結会計年度末に比べ７億30百万円増加し、226億76百万円となりました。この主な要因は、短期借入

金の増加12億50百万円があったことによるものであります。

この結果、純資産は、前連結会計年度末比べ29百万円増加し、105億41百万円となりました。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,000,000

計 12,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年５月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,922,000 3,922,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株でありま
す。

計 3,922,000 3,922,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年３月31日 ― 3,922 ― 735,800 ― 601,840
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成25年12月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成26年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 6,200
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,915,100
 

39,151 ―

単元未満株式 普通株式 700
 

― ―

発行済株式総数 3,922,000 ― ―

総株主の議決権 ― 39,151 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成26年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

清和中央ホールディングス㈱
大阪市西区九条南
３丁目１番20号

6,200 ― 6,200 0.16

計 ― 6,200 ― 6,200 0.16
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年１月１日から平成

26年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年１月１日から平成26年３月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成25年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,172,281 1,439,786

  受取手形及び売掛金 ※  15,118,978 14,440,534

  商品 3,588,583 4,024,055

  繰延税金資産 69,183 70,822

  その他 3,373,118 4,079,734

  貸倒引当金 △69,398 △66,150

  流動資産合計 23,252,746 23,988,782

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,589,856 1,568,062

   土地 4,949,969 4,949,969

   その他（純額） 893,203 998,974

   有形固定資産合計 7,433,029 7,517,005

  無形固定資産   

   のれん 11,252 9,376

   その他 97,358 143,570

   無形固定資産合計 108,610 152,947

  投資その他の資産   

   繰延税金資産 8,602 18,681

   その他 1,683,644 1,563,713

   貸倒引当金 △28,390 △22,862

   投資その他の資産合計 1,663,856 1,559,532

  固定資産合計 9,205,497 9,229,485

 資産合計 32,458,244 33,218,267
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成25年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※  12,632,541 11,716,050

  短期借入金 5,090,000 6,340,000

  未払法人税等 14,674 112,337

  賞与引当金 17,200 62,857

  役員賞与引当金 30,000 5,980

  その他 1,956,623 2,302,259

  流動負債合計 19,741,040 20,539,483

 固定負債   

  長期借入金 345,770 308,260

  繰延税金負債 1,398,379 1,368,308

  退職給付引当金 152,989 153,058

  役員退職慰労引当金 187,836 184,625

  その他 119,597 122,646

  固定負債合計 2,204,572 2,136,898

 負債合計 21,945,612 22,676,381

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 735,800 735,800

  資本剰余金 601,840 601,840

  利益剰余金 8,528,883 8,628,893

  自己株式 △25,266 △25,493

  株主資本合計 9,841,256 9,941,039

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 490,380 418,434

  その他の包括利益累計額合計 490,380 418,434

 少数株主持分 180,995 182,411

 純資産合計 10,512,631 10,541,885

負債純資産合計 32,458,244 33,218,267
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高 10,137,249 13,100,273

売上原価 9,076,977 11,934,874

売上総利益 1,060,272 1,165,398

販売費及び一般管理費 789,231 863,991

営業利益 271,040 301,407

営業外収益   

 受取利息 1,393 992

 仕入割引 14,276 15,122

 その他 12,803 10,484

 営業外収益合計 28,473 26,600

営業外費用   

 支払利息 6,004 7,615

 売上割引 3,853 3,926

 その他 787 4,243

 営業外費用合計 10,644 15,785

経常利益 288,869 312,222

税金等調整前四半期純利益 288,869 312,222

法人税等 81,866 130,411

少数株主損益調整前四半期純利益 207,002 181,810

少数株主利益 4,458 3,484

四半期純利益 202,543 178,325
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 207,002 181,810

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 67,261 △72,620

 その他の包括利益合計 67,261 △72,620

四半期包括利益 274,264 109,189

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 269,395 106,379

 少数株主に係る四半期包括利益 4,868 2,809
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日)

（税金費用の計算）

　税金費用については、当社及び一部の連結子会社は、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前

当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を

乗じて計算しております。　

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。
 

　

(四半期連結貸借対照表関係)

※　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休業日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が、連結会計年度

末残高に含まれております。

 
前連結会計年度
(平成25年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年３月31日)

受取手形 819,152千円 ―

支払手形 342,794千円 ―
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

　該当事項はありません。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
至 平成25年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日)

減価償却費 37,483千円 61,416千円

のれんの償却額 1,875千円 1,875千円
 

 
(株主資本等関係)

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自　平成25年１月１日　至　平成25年３月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年３月28日
定時株主総会

普通株式 39,157 10 平成24年12月31日 平成25年３月29日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月28日
定時株主総会

普通株式 78,315 20 平成25年12月31日 平成26年３月31日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自　平成25年１月１日　至　平成25年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結　　　
損益計算書計上額

(注)２西日本 東日本 その他 計

売上高       

　外部顧客への売上高 5,378,534 4,753,643 5,070 10,137,249 ― 10,137,249

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

98,046 2,728 150,519 251,294 △251,294 ―

計 5,476,580 4,756,372 155,590 10,388,543 △251,294 10,137,249

セグメント利益 152,908 116,895 89,288 359,092 △70,222 288,869
 

(注) １．セグメント利益の調整額△70,222千円には、セグメント間取引消去△68,347千円、のれんの償却額

△1,875千円が含まれております。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結　　　
損益計算書計上額

(注)２西日本 東日本 その他 計

売上高       

　外部顧客への売上高 7,250,692 5,844,539 5,042 13,100,273 ― 13,100,273

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

120,617 3,174 199,789 323,581 △323,581 ―

計 7,371,310 5,847,713 204,831 13,423,855 △323,581 13,100,273

セグメント利益 172,533 127,697 129,529 429,760 △117,538 312,222
 

(注) １．セグメント利益の調整額△117,538千円には、セグメント間取引消去△115,662千円、のれんの償却額

△1,875千円が含まれております。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
至 平成25年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日)

１株当たり四半期純利益金額(円) 51.72 45.54

 (算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 202,543 178,325

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 202,543 178,325

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,915 3,915
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年５月12日

清和中央ホールディングス株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   松山 和弘   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   中島 久木   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている清和中央ホール

ディングス株式会社の平成26年１月１日から平成26年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年

１月１日から平成26年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年１月１日から平成26年３月31日まで)に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記

について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、清和中央ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成26年３

月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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